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補足 21－9 

4. 吸着材の変質 

4.1 想定する状態 

よう素フィルタの吸着材として使用する銀ゼオライトは，光及び放射線の照射又は

高湿度の環境に長期間晒されると，変質してよう素除去性能が低下することが考えら

れる。 

 

4.2 影響評価 

(1) 放射線の照射による劣化 

銀ゼオライトは MGyの放射線照射後においても，銀ゼオライトの除去性能に有

意な劣化はないことを確認しており，柏崎刈羽原子力発電所第６号機のよう素フィ

ルタで想定される照射量は MGy程度であるため，捕捉性能が低下するおそれはな

い。 

 

a. 実機で想定される照射線量 

実機において銀ゼオライトは，よう素フィルタに保持される放射性物質，その

他フィルタ装置内に保持される放射性物質，よう素フィルタを通過する希ガス，

原子炉格納容器から原子炉建屋に漏えいする放射性物質，格納容器ベント等によ

り建屋外放出される放射性物質等の壊変により放射線の照射を受けるが，よう素

フィルタに保持される放射性物質からの照射線量が支配的である。そのため，よ

う素フィルタに保持される放射性物質からの照射線量のみを考慮する。 

     よう素フィルタに流入するよう素量の事故シーケンスは，有効性評価において，

よう素フィルタに多量の放射性よう素が流入する炉心損傷後ベントの事故シーケ

ンス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）とする。本事故シ

ーケンスでは，原子炉停止から約38時間後にベントを開始する。このときの原子

炉圧力容器から原子炉格納容器へのよう素の放出割合はＭＡＡＰ解析より83％と

なる。よう素の状態は，粒子状よう素5％，無機よう素91％，有機よう素4％とす

る。このうち，粒子状よう素と無機よう素はどちらもフィルタ装置で99.9％が捕

捉され，残りがよう素フィルタに流入することとする。 

ＭＡＡＰ解析より，ベント開始から95時間程度で原子炉格納容器内のよう素の

99.9％以上が放出されることから，よう素フィルタにおけるよう素の捕捉は，こ

の間でほぼ完了する。そのため，ベント開始から95時間程度の間に，よう素フィ

ルタに保持された放射性物質から受ける放射線量に対して，捕捉性能の劣化が生

じないことを確認する必要がある。そこで，よう素フィルタに保持された放射性

物質から受ける崩壊熱エネルギを，ここでは保守的にベント開始から100時間まで

の積算値として評価を実施すると，表3のとおりとなる。 
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補足 24－2 

表 2 評価条件 

項目 評価条件 評価条件の考え方 

評価対象核種 

希ガス（Kr-83m，Kr-85，Kr-85m，

Kr-87，Kr-88，Kr-89，Xe-131m，

Xe-133 ， Xe-133m ， Xe-134m ，

Xe-135，Xe-135m，Xe-137，Xe-138） 

大気に放出される放射性物質 

のうち，線量当量率が支配的とな 

る核種を選定（後述(2)項参照） 

炉心状態 平衡炉心（サイクル末期） 
原子炉の放射性物質の内蔵量が

最も多くなる状態を選定 

炉心から原子炉格納容器

への移行割合（希ガス） 
100％ ＭＡＡＰ解析結果に基づき設定 

原子炉格納容器から原子

炉建屋への漏えい 
考慮しない 

格納容器圧力逃がし装置による

大気への放出量を多く見積もる

ため 

ベント開始時間 事象発生から 1時間後 
開始時刻が遅れるほど希ガスが

減衰するため，保守的に設定 

評価モデル 図 2のとおり 

フィルタ装置出口放射線モニタ

の設置位置（図 1）をモデル化（保

守的に，検出器 Aを評価点として

設定） 

線量評価コード ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ 現行許認可（添十）と同じ 
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補足 25－4 

表1 格納容器圧力逃がし装置の外部事象に対する考慮（3／4） 

外

事 

部

象 
影響モード 

設置 

場所 
設計方針 

自
然
現
象 

森
林
火
災 

温度（輻射熱）， 

閉塞 

屋内

及び

屋外 

機器を内包する原子炉建屋，フィルタベント遮蔽壁及び，

屋外に設置される機器は防火帯の内側に配置し，森林との

間に適切な離隔距離を確保することで，必要な機能が損な

われる恐れがない設計とする。  

また，火災発生時の輻射熱による影響を受ける設備は，遮

蔽性のある板で覆う等により防護する設計とする。 

爆
発 

爆風圧，飛来物 屋内

及び 

屋外 

近隣の産業施設，発電所周辺の道路を通行する燃料輸送車

両，発電所周辺を航行する燃料輸送船の爆発による爆風圧

及び飛来物に対して，離隔距離が確保される設計とする。  

近
隣
工
場
等
の
火
災 

温度（熱）軽油 屋内

及び

屋外 

火災発生時の輻射熱に対して，耐性が確保される設計を基

本とし，輻射熱による影響を受ける設備は遮熱性のある板

で覆う等により，防護する設計とする。 

電
磁
的
障
害 

サージ・ノイズに

よる計測制御回

路への影響 

屋内

及び

屋外 

日本産業規格（ＪＩＳ）等に基づき，ラインフィルタや絶

縁回路の設置により，サージ・ノイズの侵入を防止すると

ともに，鋼製筐体や金属シールド付きケーブルの適用によ

り電磁波の侵入を防止する設計とする。 

内
部
溢
水 

没水，被水，蒸気 

による環境条件

の悪化 

屋内 内部溢水発生時は，自動隔離又は手動隔離により，漏えい

箇所の隔離操作を行う。また，漏えい箇所の隔離が不可能

な場合においても，漏えい水は，開放ハッチ部，床ファン

ネルを介し建屋最地下階へと導く設計としていることか

ら，ベント操作を阻害することはない。 

隔離弁については，没水，被水等の影響により中央制御室

からの操作機能を喪失する可能性があるものの，人力での

現場操作が可能であり機能は維持される。 

必要な監視機器については，没水，被水，蒸気に対する防

護対策を講じ，機能を維持する設計とする。 

意
図
的
な
航
空
機
衝
突 

衝突による衝撃

力，火災による熱 

影響 

屋内 

及び

屋外 

航空機衝突により，格納容器圧力逃がし装置の機能が喪失

する。この様な事態を想定した場合であっても，炉心損傷

前であれば，従来からアクシデントマネジメント策として

整備済みである耐圧強化ベント系が原子炉建屋内に設置さ

れており，航空機衝突による損傷を免れると考えられるこ

とから，耐圧強化ベント系を最終ヒートシンクへ熱を輸送

する機能として使用することが可能である。 

また，意図的な航空機衝突により格納容器圧力逃がし装置

の機能が喪失した状態で，プラントが何らかの原因により

炉心損傷した場合を想定したとしても，代替循環冷却系を

用いて原子炉格納容器のベントを行わずに除熱することが

できる。 
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